平成　　年　　月　　日

事業計画書
事業所名　　　　
〒
住所

代表者　　　　　
事 業 計 画 書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　作成日　平成　　年　月　日  
作成者　
１．事業概要
	　事　 業　 形　 態
	1．個人事業　2．株式会社　３．その他

	　創業する個人または

　創立する会社の商号
	　　

	　事業所開設場所
	　　　　　　　　　　　　TEL      （　　）　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX　　　（　　）    

	　設 立 年 月 日
	平成　　年　　月　　日 (設立・開業・予定)

	　業　　　　　種
	
	取扱品
	

	　従　業　員　数
	　　　名　うち　家族従業員　　　名　・　雇用従業員　　名
　　　　　　　　　　パート・アルバイト　　　　名

	　資本金（元入金）
	万円
	E=MAIL

	　代　　表　　者
	　氏名　   
	年齢　　　歳
	株式数
	　　　　　株

	代表者のプロフィール
	


２．創業の動機・経営理念・過去の経験・資格など

(1)創業の動機・目的（創業の動機、何をやりたいか、人生観・社会への貢献の考え方）
	

	(2)経営理念・ビジョン（将来どのような事業にしたいか）

	

	(3)事業の経験・資格など

	


３．市場環境と商品・サービスの特徴
(1)業界動向、事業の市場性、立地条件等

	

	●競合状況（競合する企業・店、競合商品は）



	(2)事業のコンセプト

	

	●ターゲットとする顧客（お客はだれか）




４．創業計画の推進

(1)販売戦略

	●価格をどうするか（低価格政策、品質本位など）



	●販売方法、販売体制、販売促進策



	(2)仕入（生産）体制・方法

	

	(3)創業スケジュール

	


５．販売および仕入計画

(1)主な販売先

	　販売先（客層）
	商品・サービスの種類
	数量
	単価
	金額
	販売体制・条件

	
	
	
	
	
	

	(2)主な仕入先

	仕入先
	商品・原材料・サービス
	数量
	単価
	金額
	仕入体制・条件

	
	
	
	
	
	


６．創業資金計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	必　要　資　金
	　　　　　資 金 の 調 達

	　項　目
	　内　　訳　　
	　金　額
	 項　目
	　　内　訳
	　金　額　

	1 設備資金

（内訳）
改装工事費
　権利金
　保証金
　什器備品
　その他


	
	
	1 自己資金
（内訳）

手持資金
親戚縁者


	
	

	2 
	
	
	小　計A
	
	

	
	
	
	2 借入金計
（内訳）
公的機関

銀　　行
その他,
　

　


	
	

	　小　計A
	
	
	3 
	
	

	4 運転資金
（内訳）
　仕入費
　賃金給料
　販売宣伝費
地代家賃

　水道光熱費

　開業費
　その他


	
	
	
	
	

	0小　計B
	
	
	小　計B
	
	

	合計（A＋B）
	
	
	合計（A＋B）


	
	


７.開業後の見通し（月平均予測高）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位千円）
	
	　開業当初
	軌道に乗った後
	売上高・仕入高・経費の、　　　　

計算根拠を記入

	売上高
	
	
	＜開業当初＞


	仕入高
	
	
	

	　　　　

経費
	人件費
地代・家賃

福利厚生
支払利息

租税公課

リース料

宣伝広告費

光熱費

交通・通信費
開発費
その他
	
	
	

	合計
	
	
	

	営業利益
	
	
	


８．中期３カ年収支計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	
	１年目
	２年目
	３年目
	　　計算の根拠など（３年目）

	①売上高
	
	
	
	

	②売上原価
	
	
	
	

	③売上総利益①－②
	
	
	
	

	　④

経費
	人件費
	
	
	
	

	
	減価償却費
	
	
	
	

	
	地代・家賃
	
	
	
	

	
	租税公課
	
	
	
	

	
	支払利息
	
	
	
	

	
	水道光熱費
	
	
	
	

	
	宣伝・広告費
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	

	⑤経費合計
	
	
	
	

	⑥営業利益③－⑤
	
	
	
	

	⑦経常利益（外損益後）
	
	
	
	

	⑧法人・所得税等
	
	
	
	

	⑨当期利益（⑦－⑧）
	
	
	
	

	⑩減価償却費（④参照）
	
	
	
	

	⑪返済原資（⑨+⑩）
	
	
	
	

	⑫借入金返済
	
	
	
	

	⑬差引収入（⑪-⑫）
	
	
	
	

	⑭事業主報酬（個人）
	
	
	
	

	損益分岐点売上高
	
	
	
	

	＊法人の場合は、法人税等として⑦×40％計算・個人の場合は、所得税等として⑦×20％計算

	〔付記事項・・・初年度顧客獲得売上の裏付け等〕




９．創業への想い（決意）
	

	

	


１０．添付資料明細（店舗立地図・店舗レイアウト・ホームページ・パンフレツト・チラシ等）
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